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　 労働契約とは、正社員、パート 、アルバイト 等の雇用形態に関係なく 、働く 前に労働者と使用者との

間で働く 条件について取り 交わす契約で、使用者は雇い入れの際、賃金、労働時間、その他の労働

条件を明示しなければなりません。  （ 労働基準法第１５ 条第１項）　（ 労働基準法施行規則第5 条）

1 労働契約

Ⅰ　 労働条件

（ 1 ）労働契約の期間（ 期間の定めの有無、有る場合はその期間）

　   ※期間の定めのある労働契約の場合、その期間は３ 年以内

　   ただし 、６ ０ 歳以上は５ 年以内など、例外もある（ P.17参照）。

（ 2 ）期間の定めのある労働契約の場合、更新の基準

（ 3 ）仕事をする場所、仕事の内容（ これらの変更の範囲を含む。）

（ 4 ）始業・ 終業時刻、所定時間外労働の有無、休憩時間、休日、休暇、交替制勤務をさ せる

　   場合は就業時転換に関すること 。

（ 5 ）賃金（ 諸手当を含む）の決定、計算及び支払いの方法、賃金の締切日及び支払日に

　   関すること 。

（ 6 ）退職に関すること（ 解雇の事由を含む。）。

（ 7 ）無期転換申込権が発生する有期労働契約の更新時には、その申込機会及び無期転
　   換後の労働条件

（ 8 ）昇給に関すること 。

（ 9 ）退職手当（ 退職金）に関すること 。

（ 10）賞与（ ボーナス）などに関すること 。

（ 11 ）労働者に負担さ せるべき食費、作業用品などに関すること 。　

（ 12 ）安全・ 衛生に関すること 。

（ 13 ）職業訓練に関すること 。

（ 14）災害補償、業務外の傷病扶助に関すること 。

（ 15 ）表彰・ 制裁に関すること 。

（ 16 ）休職に関すること 。

必ず明示し なければなら ないこ と（ 書面による。）

定めがある場合、 明示し なければなら ないこ と

必ず明示し なければなら ないこ と（ 書面でなく と も よい。）

●こ れら の労働契約は、 後々のト ラ ブルを避けるためにも 、 必ず文書で結びまし ょ う 。

●賃金などの労働条件変更は使用者、 労働者双方の合意が必要です。（ 労働契約法第 8 条）

●労働契約締結の際に明示さ れた賃金や労働条件が事実と 異なる と き は、 労働者は即時にその

　 労働契約を解除でき ます。（ 労働基準法第１ ５ 条第２ 項）

●労働契約法の改正により 、｢雇止め法理｣が平成２ ４ 年８ 月１ ０ 日に法定化さ れ、｢無期労働契約

　 への転換｣｢不合理な労働条件の禁止｣については、 平成２ ５ 年 4 月１ 日から 施行さ れまし た。

●若者雇用促進法の施行によ り 、 新卒の募集・ 求人申込みを 行う 事業者は、 採用者数・ 離職者数、

　 有給休暇の平均取得日数等の青少年雇用情報を 積極的に提供する よう に努める と と も に 、

　 応募者等から 求めがあっ た場合は、 こ れら の情報を 提供し なければなり ません。

※ただし 、 労働者が希望し た場合には、 フ ァ ク シミ リ 又は電子メ ール等（ 出力し て

　 書面作成が可能なも のに限る 。） でも 可。
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　 就業規則と は、 企業単位ではなく 事業所単位で、 労働時間、 賃金、 退職（ 解雇） などの労働条

件の具体的な細目や、 労働者が就業上守ら なければなら ない規律を 定めたも のを いいます。

１ 　 常時１ ０ 人以上の労働者（ パート タ イ ム労働者を 含む。） を 使用し ている 使用者は、 就

　 業規則を作成し て労働基準監督署に届け出なく てはなり ません。（ 労働基準法第８ ９ 条）

４ 　 就業規則に記載する内容

３ 　 就業規則は、 事業所の見えやすい場所へ掲示する などし て、 労働者に周知し なければな

　 り ません。（ 労働基準法第１ ０ ６ 条）

２ 　 就業規則の作成と 変更について、 使用者は、 労働者（ 過半数で組織する労働組合、 又は

　 過半数の代表者） の意見を 聴く 必要があり ます。（ 労働基準法第９ ０ 条）

　 　 使用者は、 就業規則を 変更する場合、 不利益と なる労働条件を 労働者の合意なく 、 一方

　 的に変更するこ と はでき ません。（ 労働契約法第９ 条）

　 ※過半数代表者の要件と し て（ 労働基準施行規則第 6 条の 2）

　 　（ 1 ） 監督、 又は管理の地位にある者でないこ と 。

　 　（ 2 ） 就業規則の作成、 又は変更に関する意見を 使用者から 聴取さ れる者を 選出するこ と

　 　 　 　 を 明ら かにし て実施さ れる投票、 挙手等の方法により 選出さ れた者であるこ と 。

2 就業規則

■■法令などの効力関係■■

　 労働関係法令のほかにも 様々なも のがあり 、 それら の内容が重複し たと き、 ど

の規定の効力がある のか優先順位が次のよ う に定めら れています。

●印： 必ず記載し なければなら ない項目　 △印： 定めがあれば記載し なければなら ない項目

項　 　 目

労働時間･休暇等

人　 　 事

教　 　 育

そ の 他

安全衛生

賃　 　 金

細　 　 　 　 目

●始業・ 終業時刻、 休憩時間、 休日、 休暇、 交替制における 就業時転換

●賃金（ 臨時の賃金等を 除く 。） の決定・ 計算・ 支払方法、 締切日、 支払時期

●昇給（ 労働条件明示の場合は書面でなく と も よ い。）

△退職手当（ 対象者の範囲、 決定・ 計算・ 支払方法、 支払時期）

△臨時の賃金、 賞与、 最低賃金額

●退職（ 解雇の事由を 含む。）

△表彰、 制裁

△安全・ 衛生

△労働災害補償、 業務外の傷病扶助

△職業訓練

△労働者に負担さ せる 食費、 作業用品費等

△当該事業場の労働者全てに適用さ れる 定めを する 場合はこ れに関する こ と 。

労働契約 就業規則 労働協約 法　 令

優先順位（ 法令が最優先さ れます。）
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　 労働時間と は、「 使用者の指揮監督下にある 時間」 を いい、 始業時から 終業時までの拘束

時間から 休憩時間を 除いた時間になり ま す。 作業の準備や後片付けの時間、 お昼休みの電

話番の時間なども 、 使用者の指示による も のであれば労働時間に含まれます。

　 労働時間に関する こ と は、 賃金と 並んで労働者にと っ て重要なこ と です。 使用者は、 雇

い入れ時に必ず書面で明示し 、 就業規則に必ず記載し なければなり ません。

１  労働時間の原則（ 法定労働時間）

3 労働時間

（ 1 ） 変形労働時間制

（ 2） 災害時による臨時の必要がある場合の時間外労働・ 休日労働

（ 3） 三六協定による時間外労働・ 休日労働

（ １ ） 変形労働時間制

　 労働時間を 固定せず、 業務の忙し いと き は長く 、 比較的手すき のと き は短く 、 と いう よう

に所定労働時間を 分配し 、ト ータ ルで法定労働時間の枠内に収め、労働時間の短縮を図る制度です。

なお、一定の期間内の総労働時間が法定の枠に収まっ ていれば、割増賃金の支払いは不要です。

２  法定労働時間の例外

　 法定労働時間の例外と し ては、 次の３ 種類があり ます。

法定労働時間

所定労働時間

労働基準法が規定し ている労働時間

休憩時間を 除き １ 日８ 時間以内、 1 週４ ０ 時間以内（ 労働基準法第３ ２ 条）

※なお、 特例措置と し て、 商業、 映画・ 演劇業、 保健衛生業（ 保育所を 含む。）、 接客娯

　 楽業などで、労働者が常時１ ０ 人未満の事業所は１ 週４ ４ 時間以内と 定めら れている。

法定労働時間の範囲内で、 企業別に就業規則などで定めら れた始業時から 終業

時までの時間（ 休憩時間を 除く 。） を いう 。

１か月単位の
変形労働時間制

１ 年単位の
変形労働時間制

１ 週間単位の

非定型的

変形労働時間制

フレッ クス

タイム制

みなし 労働

時間制

●１ か月の期間を 平均し て１ 週４ ０ 時間にする 方法

●就業規則、 又は労使協定で定め労働基準監督署への届出が必要（ 労働基準法第３ ２ 条の２ ）

●１ か月を 超え１ 年以内の期間を 平均し て１ 週４ ０ 時間にする方法
●労使協定で定め、 労働基準監督署への届出が必要（ 労働基準法第３ ２ 条の４ ）

●労働者が３ ０ 人未満の小売業、 旅館、 料理店、 飲食店などで、 繁忙度によ り 前週

　 の末日までに翌週の各日の所定労働時間を 決め、 １ 週平均４ ０ 時間にする方法
●労使協定で定め、 労働基準監督署への届出が必要（ 労働基準法第３ ２ 条の５ ）

●１ か月以内の期間の中で、 総労働時間を 予め定めておき 、 その枠内で各労働者が

　 各日の始業・ 終業時刻を 自由に決めて働く 方法
●就業規則、 及び労使協定で 定める 。 労働基準監督署への届出は不要（ 労働基準

　 法第３ ２ 条の３ ）

●事業場外労働

●裁量労働制

労働者が事業場外で業務を行い、使用者がその労働時間を把握できないため、

原則として所定労働時間労働したと みなす方法（ 労働基準法第３ ８ 条の２ ）

実際の労働時間に関わらず、 一定の時間数だけ労働したと みなす方法で専

門業務型と 企画業務型がある。（ 労働基準法第３ ８ 条の３ 、 第３ ８ 条の４ ）
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（ ２ ） 災害時による 時間外労働・ 休日労働

　 災害その他避ける こ と のでき ない事由によ り 、 臨時の必要がある 場合は労働基準監督署

の許可を 受け、 必要の限度において時間外労働・ 休日労働を さ せる こ と ができ ます。 事態

急迫のために労働基準監督署の許可を 受ける 暇がない場合は、 事後に遅滞なく 届け出なけ

ればなり ません。（ 労働基準法第３ ３ 条）

（ ３ ） 時間外労働・ 休日労働（ 三六協定）

　 使用者は法定労働時間（ 1 日８ 時間、１ 週４ ０ 時間） を 超えて労働者を 働かせる 場合（ 時

間外労働）、 原則と し て書面によ り 、 労働者の過半数が加入する 労働組合のある 事業所は労

働組合、 それ以外は、 労働者の過半数の代表者と 労使協定（ 三六協定） を 結び、 労働基準

監督署へ届け出なく てはなり ません。（ 労働基準法第３ ６ 条）

　 また、 その内容は、 次の要件を 満たし ている 必要があり ます。

Ｑ 　「 時間外労働の限度に関する基準」 を超えて働く 場合は？

Ａ 　 臨時的に「 時間外労働の限度に関する基準」 を超えて時間外労働を

　 行わざるを得ない特別の事情が生じ た場合に限り、 労使で「 特別条項

　 付き三六協定」 を結ぶこ と によっ て上限基準額を超えて時間外労働を

　 行う こ と が可能と なり ます。

Ｑ 　 時間外労働には 2 種類ある？

Ａ 　 労働者が終業時間を 過ぎても 仕事を し ている こ と を 一般的に残業と よ びますが、 法

　 律では「 時間外労働」 と 「 所定時間外労働」 に区別さ れます。

　 　 時間外労働と は、 法定労働時間を 超える 残業で、 割増賃金の支払いが必要です。 所

　 定時間外労働と は、 法定労働時間内の残業をいい、 割増賃金の支払いは任意です。

①就業規則などに規定さ れていて労働条件の内容と なっ ているこ と 。

②厚生労働大臣の定める「 時間外労働の限度に関する基準」 に従っ ているこ と 。

③割増賃金が支払われるこ と 。

　 なお、 協定が締結さ れていたと し ても 、 １ ８ 歳未満の年少者には時間外労働や休日労働、

深夜労働を さ せる こ と ができ ません。

　 さ ら に、 こ の協定の有無に関わら ず、 実際に労働さ せた場合は、 労働者に割増賃金を 支

払わなければなり ません。（ 労働基準法第３ ７ 条）

■■割増賃金の種類は３ 種類！■■

厚生労働大臣が定める 一般労働者の「 時間外労働の限度に関する 基準」

1週間

15時間

2 週間

27時間

4週間

4 3時間

1か月

4 5時間

2か月

81時間

3か月

120 時間

1年間

36 0 時間

期　 　 間

限度時間

休日労働（ 休日手当）

１ 日８ 時間・ 週４ ０ 時間を 超えたと き 。

法定休日（ 週１ 日） に勤務さ せたと き 。

深夜労働（ 深夜手当）

種類 支払う 条件 割増率

２ ２ 時から ５ 時までの間に勤務さ せたと き。

３ ５ ％以上

２ ５ ％以上

２ ５ ％以上（ ※月６ ０ 時間を 超え る 時

間数については５ ０ ％以上）
時間外労働（ 残業手当）

Q A&
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【 労働基準法改正のポイ ント について】

　 長時間労働を 抑制し 、 労働者の健康確保や仕事と 生活の調和を 図る こ と を 目的と し

た改正労働基準法が、 平成２ ２ 年４ 月 1 日から 施行さ れまし た。

１ 　 月６ ０ 時間を 超える 時間外労働は、 割増賃金率を 引き 上げなければなり ません。

　【 改正のポイ ント 】　 　（ 労働基準法第３ ７ 条第１ 項、 第１ ３ ８ 条）

（ 1）１か月６ ０ 時間を超える時間外労働に対しては、割増賃金率を現行の２５ ％以上から５ ０ ％以上

に引き上げなければなりません。

※休日労働（ ３５ ％以上）と 深夜労働（ ２５ ％以上）は変更ありません。

（ 2）中小企業についても 、令和5 年4 月1日から 、割増賃金率の引き上げが適用さ れています。

（ 3 ）１か月６ ０ 時間を超える時間外労働の割増賃金率及び１か月の起算日については、就業規則に

規定する必要があります。

（ 4 ）１ か月の起算日から の時間外労働時間数を 累計していき 、月６ ０ 時間を 超えた時点から 、

５０ ％以上の率で割増賃金率が計算さ れます。

深夜労働と の関係

　 時間外労働と 深夜労働が重なっ た場合の割増賃金率は、 時間外労働（ ２ ５ ％以上） + 深夜

労働（ ２ ５ ％以上） で５ ０ ％以上と なり ますが、 月６ ０ 時間を 超える時間外労働を 行っ た場

合は、 時間外労働（ ５ ０ ％以上） + 深夜労働（ ２ ５ ％以上） で７ ５ ％以上と なり ます。 　 　

法定休日労働と の関係

　 月６ ０ 時間の時間外労働の算定には、 法定休日に行っ た労働は含まれませんが、 それ以外

の休日に行っ た時間外労働は含まれます。

２ 　 割増賃金の引上げ分の代わり に有給の休暇を 付与（ 代替休暇） でき ます。

【 改正のポイ ント 】　 　（ 労働基準法第３ ７ 条第３ 項）

（ 1 ）労使協定を締結すれば、１ か月６ ０ 時間を超える時間外労働を行った労働者に対して、 引上げ

　    分（ ２ ５ ％以上から５ ０ ％以上に引き上げた差分）の割増賃金の支払いに代えて、有給の休暇を

　    付与すること ができます。

（ 2 ）労働者がこの有給の休暇を取得した場合でも 、現行の２ ５ ％以上の割増賃金の支払は必要です。

ア 代替休暇の時間数の具体的な算定方法

=［ - 6 0 ] × 代替休暇の時間数

= -換算率
代替休暇を取得し なかった場合に

支払う こととさ れている割増賃金率

代替休暇を取得した場合に

支払う こととさ れている割増賃金率

1か月の時間外労働時間数 換算率

割増賃金の支払いに代えた有給の休暇の仕組み 【 具体例】

平日の時間外労働の割増賃金率2 5 ％

1か月6 0 時間を 超える時間外労働の割増賃金率5 0 ％

時間外労働を 月7 6 時間行っ た場合

⇨ 月6 0 時間を 超える時間16 時間分の割増

　 賃金引上げ分2 5 ％（ 5 0 ％ー 2 5％）の支払いに代えて、

　 有給の休暇付与が可能
　

　 換算率= 5 0 ％ー 2 5 ％= 2 5 ％

　 代替休暇の時間数=（ 76 時間ー 6 0 時間）×2 5％= 4 時間

　 4 時間分の有給の休暇を 付与

　（ 7 6 時間×1 .2 5 の賃金の支払は必要）0 時間 6 0 時間 （ 7 6 時間）

支払われる賃金

1 ヶ 月の
時間外労働

時間外労働なし

1 .5（ 5 0 ％の割増賃金）

1 .2 5（ 2 5％の割増賃金）

通常賃金

事業場で労使協定を 締結すれば、割増賃金の

支払いに代えて、有給の休暇付与も可能
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①「 時間外労働の限度に関する基準」 を超えて働かせる一定の期間（ 1 日を超え３ か月以内

　 の期間、 1 年間） ごとに、 割増賃金率を定めること 。

②①の率を法定割増賃金率（ ２５ ％以上） を超える率と するよう 努めること 。

③そもそも延長すること ができる時間数を短く するよう 努めること 。

（ 例） １ 日の所定労働時間が７ 時間３ ０ 分で５ 日分の時間単位年休

  ⇒ ７ 時間３ ０ 分を 切り 上げて１ 日８ 時間と する 。

  ⇒ ８ 時間 ×５ 日＝４ ０ 時間分の時間単位年休

（ ７ 時間３ ０ 分 ×５ 日＝３ ７ 時間３ ０ 分を 切り 上げて３ ８ 時間ではあり ません。）

イ  代替休暇の単位

　  まとまった単位で与えること によって労働者の休息の機会を確保する観点から1日又は半日の

いずれかによって与えることとさ れています。

※労使協定で端数として出てきた時間数に、他の有給休暇を合わせて取得することを認めていた

場合は、代替休暇と 他の有給を合わせて半日又は1日の単位として与えること ができます。

ウ 代替休暇を与えること ができる期間

　  時間外労働が１か月６ ０ 時間を超えた月の末日の翌日から2 か月間以内の期間

３ 　 割増賃金引上げなどの努力義務が労使に課さ れます。（ 企業規模に関わら ず適用） 

　「 時間外労働の限度に関する 基準」 を 超えて時間外労働を 行う 場合には、 あら かじ め労使

で特別条項付き 三六協定を 締結する 必要があり ますが、 新たに次の３ つの要件を 満たす必

要があり ます。

４  年次有給休暇を時間単位で取得できます。（ 企業規模に関わらず適用） （ 労働基準法第３９ 条第４ 項）

（ 1 ） 労使協定を 締結すれば、 年に５ 日を 限度と し て、 時間単位で年次有給休暇を 取得する

　    こ と ができ ます（ 時間単位年休）。

（ 2 ） 前年度から の繰越し がある場合であっ ても 、当該繰越し 分も 含めて５ 日以内と なり ます。

（ 3 ） １ 日分の年次有給休暇に対応する時間数を 所定労働時間数を 基に定めます。 時間に満た

　    ない端数がある 場合は時間単位に切り 上げてから 計算し ます。

期間内に代替休暇が取得さ れなかっ たと し ても 、 使用者の割増賃金支払義務はなく

なり ません。 その場合には、 代替休暇と し て与える 予定であっ た割増賃金分を 含め

たすべての割増賃金額を 支払う 必要があり ます。

代替休暇の制度を 設ける 場合は、 就業規則にも その内容を 規定する 必要があり ます。

ト ラ ブルを 防止する ためにも 、特に代替休暇の取得日の決定方法（ 意向確認の手続）、

割増賃金の支払日については、 き ち んと 定めておく こ と が大切です。

※

※
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　 休憩時間と は、 労働時間の中で労働から 解放さ れる 権利を 保障さ れた時間です。

　 また、 休日は労働契約上、 あら かじ め労働義務のない日と さ れる 日であり 、「 休暇」 と は

異なり ます。

4 休憩・ 休日

●使用者は労働時間が

　 ①１ 日８ 時間を 超える と き は１ 時間以上

　 ②１ 日６ 時間を 超える と き は４ ５ 分以上

　 の休憩時間を労働時間の途中に与えなければなりません。（ 労働基準法第３ ４ 条第１項）

●休憩時間は原則と し て、 一斉に与え、 かつ労働者が自由に利用で

　 き なければなり ません（ 一斉休憩の原則）。 ただし 、 書面によ る 労

　 使協定がある 場合や、 特定業種について は、 こ の一斉付与の原則

　 が※適用除外になり ます。（ 労働基準法第３ ４ 条第２ 項、 第３ 項）

※一斉休憩の適用除外事業

　 ・ 道路、 鉄道、 軌道、 索道、 船舶、 又は航空機によ る 旅客、

　 　 貨物の運送の事業

　 ・ 物品の販売、 配給、 保管若し く は賃貸、 理容の事業

　 ・ 映画の製作、 又は映写、 演劇、 その他興行の事業

　 ・ 郵便、 信書便、 電気通信の事業

　 ・ 病者、 又は虚弱者の治療、 看護、 その他保健衛生の事業

　 ・ 旅館、 料理店、 飲食店、 接客業、 娯楽場の事業

休憩時間

●休暇と は、 労働契約上の労働日について、 その労働義務を 免除さ

　 れる 日です（ 休日と は異なり ます。）。

●休暇には、 労働基準法な ど で 定めら れて いる 法定休暇（ 年次有給

　 休暇、 産前産後休暇、 生理日の休暇、 育児休業、 介護休業、 子の

　 看護等休暇） と 、 就業規則など で規定する 法定外休暇（ 夏季休暇、

　 慶弔休暇、 病気休暇、 リ フ レ ッ シュ 休暇等） があり ます。

●法定外休暇中の賃金は、 法律の定めがあり ま せんので、 就業規則

　 や労使間の話し 合いな ど で 付与する 事由、 休暇の日数を 含めて 決

　 める こ と になり ます。

※育児・ 介護休業、 子の看護等休暇については、 令和 7 年 4 月 1 日から

育児・ 介護休業法が改正されます（ Ｐ .２ 9 ～ P.３１ 参照）。

休　 暇

●使用者は、 毎週少な く と も １ 日の休日、 又は毎週１ 日与え る こ と

　 が難し い場合には、 ４ 週間で ４ 日以上の休日を 与え な ければな り

　 ません（ 法定休日）。（ 労働基準法第３ ５ 条第１ 項、 第２ 項）

休　 日
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　 年次有給休暇（ 有給休暇） と は、 休日以外に労働者が休んでも その間平常通り の賃金が支

払われる休暇のこ と で、 安心し て休養を 取るこ と により 、 心も 体も リ フ レ ッ シュ するための

も のです。 いつ、 どんな理由で、 どのよ う に利用するかは、 労働者の自由です。

　 有給休暇は、 雇入れの日から ６ か月継続し て勤務し 、 全労働日の８ 割以上出勤し た労働者

に対し て、最初は１ ０ 日与えら れます。 その後は１ 年を 経過するごと に、勤続年数に応じ て、

８ 割以上の出勤を 条件に次のよう に与えら れます。（ 労働基準法第３ ９ 条第１ 項、 第２ 項）

5 年次有給休暇

　 週所定労働時間が３ ０ 時間以上又は週所定労働日数が５ 日以上の労働者は、 パート タ イ

ム労働者（ 法律上は短時間労働者と いう 。） であっ ても 、 上記の表（ 基本） に示す日数が与

えら れます。

　 また、 週所定労働時間が３ ０ 時間未満で、 かつ週所定労働日数が４ 日以下のパート タ イ ム

労働者について も 、 所定労働日数や勤続年数に応じ て、 下記の表（ パート タ イ ム労働者）

の日数が与えら れます。（ 労働基準法第３ ９ 条第３ 項）

※所定労働日数が週によ っ て決まっ ている 場合は「 週所定労働日数」、 週の所定労働日数が

　 定まっ ていない場合は「 １ 年間の所定労働日数」 で判断し ます。

※所定労働日数は付与時点の週所定労働日数で計算し ます。

例： ４ 月１ 日採用の場合は、 １ ０ 月１ 日に１ ０ 日与えら れ、 その後、 毎年１ ０ 月１ 日に上記の表に該当す

　 　 る 日数を 与えら れます。給与の締切日や勤務シフ ト の期間と は全く 関係なく 、採用日から 起算さ れます。

年次有給休暇の付与日数（ 基本）

年次有給休暇の付与日数（ パート タ イ ム労働者）

0 .5 年

10 日

1.5 年

11日

2 .5 年

12日

3 .5 年

14日

4 .5 年

16日

5 .5 年

18日

6 .5 年以上

20 日

勤続年数

付与日数

0 .5 年 1.5 年 2 .5 年 3 .5 年 4 .5 年 5 .5 年 6 .5 年
以上

週所定

労働時間

３ ０ 時間
未満

３ ０ 時間以上

雇入れの日から 起算し た継続勤務期間に応じ る年次有給休暇の日数
週所定

労働日数

１ 年間の

所定

労働日数

217日
以上5日以上

10 日 11日 12日 14 日 16日 18日 20 日

169 日～
216日4日 7日 8 日 9 日 10 日 12日 13 日 15日

121日～
16 8 日3日 5日 6日 6日 8日 9日 10 日 11日

7 3 日～
120 日2日 3 日 4日 4日 5日 6日 6日 7 日

4 8日～
7 2日1日 1日 2日 2日 2日 3 日 3 日 3 日
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　 業務上の負傷・ 疾病の療養のための休業、 育児・ 介護休業、 産前産後休業、 及び年次

有給休暇の期間は、 出勤し たも のと し て計算し ます。 ただし 、 育児・ 介護休業の取得に

は一定の要件が必要です（ P.２ ９ ～P.３ １ 参照）。（ 労働基準法第３ ９ 条第８ 項）

　 有給休暇は「 使用者の承認によ り 与える」 と いう 性格のも のではなく 、 労働者が取得

し たい日を 指定すれば、「 無条件に与え ら れる も の」 で す。 し たがっ て、 使用者は、 休

む理由によ っ て休暇を 与えないこ と はでき ません。 また、 有給休暇の使い道を 指定する

こ と も でき ません。

　 ただし 、 有給の取得を する こ と によ っ て、 事業所の正常な運営を 妨げる 場合には、 そ

の時季を 変更を する（ 別の日に取得する よ う に求める） こ と ができ ま す。 こ れを 「 時季

変更権」 と いいます。（ 労働基準法第３ ９ 条第５ 項）

　 し かし 、 こ の時季変更権を 行使するための「 事業所の正常な運営を 妨げる 場合」 と は、

極めて 限定さ れた場合で 、 単に「 多忙だから 」「 代わり の人員がいないから 」 など の理

由だけでは有給休暇の取得を 拒むこ と は認めら れません。

　 労使協定によ り 有給休暇を 与える 時季に関する 定めを し たと き は、 保有する 有給休暇

日数のう ち 、 5 日を 超える部分について、 その定めにより 計画的に有給休暇を 与えるこ と

ができ ます。（ 労働基準法第３ ９ 条第 6 項）

　 　

　 その年に使い切れなかっ た休暇日数分は、 翌年に繰り 越すこ と ができ ます。

　 ただし 、 有給休暇には時効があり 、 与えら れた日から ２ 年で消滅し ますので翌々年に

まで繰り 越すこ と ができ ません。（ 労働基準法第１ １ ５ 条）

例： 令和２ 年４ 月１ 日に採用さ れた労働者は、 通常、 ６ か月後の１ ０ 月１ 日に１ ０ 日間

　 　 の年次有給休暇が付与さ れま すが、 使わずに放っ ておく と 、 令和４ 年１ ０ 月１ 日に

　 　 は、 時効によ り 消滅し てし まいます。

　 有給休暇は休むこ と に意義がある ので 、 有給休暇を 取得し た労働者に対し て 、 その日

を 欠勤と し て、 精皆勤手当を 支給し ないと か、 賞与を 減額する など の不利益な扱いを す

る こ と は禁止さ れています。（ 労働基準法第１ ３ ６ 条）

　 逆に、 取得し ないこ と を 理由に有利な取り 扱いを する こ と も 、 有給休暇の取得意欲を

削ぐ こ と になり ますから 、 同じ く 禁止さ れています。

　 有給休暇は過去の労働に対する付与ですから 、付与日に全日数を まと めて付与さ れます。

「 毎月１ 日ずつ与える 」 と いっ た分割付与は認めら れていま せん。 雇用期間契約が７ か

月間であっ ても 、 採用日から ６ か月を 経過し た日に１ ０ 日を 与えなければなり ません。

　 有給休暇を 半日単位で取得でき る よ う にし 、 0 .５ 日と し て計算する こ と は事業所の判

断で行っ てよ いと さ れています。

　 書面によ る 労使協定に基づき 、 １ 年に５ 日分を 限度と し て年次有給休暇を 時間単位で

取得でき ます（ 時間単位年休）（ Ｐ .１ ０ 参照）。（ 労働基準法第３ ９ 条第４ 項）

　 使用者は、 法定の年次有給休暇付与日数が１ ０ 日以上の全ての労働者に対し 、 毎年 5

日確実に年次有給休暇を 取得さ せる必要があり ます。（ 労働基準法第３ ９ 条第 7 項）

１

2

3

4

5

6

7

８

9
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　 賃金と は、 働く こ と の対価と し て支払われる も ので、 基本給、 残業手当、 住宅手当、 家

族手当など の各種手当、 賞与、 退職金など、 労働の対価と し て支払われる も の全てを 賃金

と いいます。

　 賞与・ 諸手当・ 退職金については、 法律上の支給規定はあり ま せんので、 使用者と 労働

者の話し 合い（ 交渉） によ っ て決めら れますが、 雇用契約時に支給を 約束し た場合や、 労

働協約、 就業規則などに定めがある 場合は、 使用者に支払いが義務付けら れます。

　 時間外労働、 休日労働、 深夜労働の割増し 、 使用者の責によ る 休業については、 使用者

に支払義務が課せら れています。

　 賃金の最低基準に関し ては、 最低賃金法によ り 、 使用者は定めら れた最低賃金以上の賃

金を 支払わなければなり ません。（ 最低賃金法第４ 条第１ 項）

　 最低賃金を 下回る 場合、 使用者は処罰の対象と なり ます。（ 最低賃金法第４ ０ 条）

　 最低賃金には、①都道府県ごと に定めら れる 「 地域別最低賃金」

 ②特定の産業に定めら れる 「 特定（ 産業別） 最低賃金」

の２ つの種類があり 、 神奈川県では特定（ 産業別） 最低賃金は７ つの産業に定めら れています

（ 詳細は神奈川労働局、 又は最寄り の労働基準監督署へお問合せく ださ い。）。

6 賃金

■■賃金支払いの５ 原則■■

使用者は賃金を

①通貨で　 　 ②直接労働者に　 　 ③全額を 　 　 ④毎月１ 回以上　 　 ⑤一定期日に

　 支払わなければなら ない。

賃金不払いの場合はどう すればいいの？

賃金不払いは、労働基準法違反になるこ と が多いので、不払い賃金総

額を 明ら かにし て労働基準監督署に相談し てく ださ い。 ただし 、令和2

年4 月1 日以降支払われる 賃金は3 年、退職金は５ 年を 過ぎる と 時効が

成立し て、不払い賃金の請求はでき なく なり ます。

※次の賃金は、 最低賃金の対象と なる 賃金には含まれません。

　 　 ①精・ 皆勤手当、 通勤手当、 家族手当　 ②臨時に支払われる 賃金　

　 　 ③１ か月を 超える 期間ごと に支払われる 賃金　 ④時間外、 休日労働に対する 賃金、 深夜割増賃金

※都道府県労働局長の許可を 受けたと き は、 最低賃金の減額が認めら れています。（ 最低賃金の減額の特例第 7 条）

　 賃金は、労働者と その家族を 支える 唯一のも のですから 、労働者が安心し て働く ためには、

定めら れた賃金が、 支給日に確実に支払われなければなり ません。 そのため、 賃金の支払

いには、 ５ つの原則が定めら れています。（ 労働基準法第２ ４ 条） なお、 賃金支払いの原則

違反に対し ては、 罰則が設けら れています。（ 労働基準法第１ ２ ０ 条）

地域別最低賃金

最低賃金額

1,162 円

効力発生年月日

令和 6 年
１０ 月１日

摘　 　 要

県下すべての労働者に適用さ れます。 ただし 、 特

定（ 産業別）最低賃金が適用さ れる者は除きます。

最低賃金の件名

神奈川県最低賃金

Q A&

※最低賃金は毎年 1 0 月頃改定さ れます。

Ｑ

Ａ
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　 退職と は、 労働者の自由な意思や雇用期間の満了などで会社を 辞める こ と を いいます。 労

働者にはいつでも 退職の自由が認めら れていますが、 退職には労働者の一方的な意思表示に

よっ て労働契約を 終了する「 自己都合退職」 と 、 労働者と 使用者が合意し て労働契約を 終了

する「 合意退職」 があり ます。

　 また、 その他に、 契約期間満了退職、 定年退職、 希望退職などがあり ます。

　 民法では、 雇用期間に定めがない場合、 使用者に退職の意思表示（ 一般的には「 退職願」

の提出） を し てから ２ 週間経過すれば退職と なり ます。（ 民法第６ ２ ７ 条） 雇用期間に定め

のある場合は、 やむを 得ない事由があると き を 除き 、 原則と し て契約期間の終了までは一方

的に退職でき ません。（ 民法第６ ２ ８ 条）

退職の注意点

１ 　 請求するこ と で、 ７ 日以内に賃金を受け取るこ と ができ ます。（ 労働基準法第２ ３ 条）

２ 　 就業規則などに定めがあれば、 退職金を受け取るこ と ができ ます。

３ 　 請求権は、 令和 2 年４ 月１ 日以降支払われる賃金は３ 年、 退職金は５ 年で時効により 　

　 消滅し ます。（ 労働基準法第１ １ ５ 条）

４ 　 使用者に請求すれば、 使用期間や業務の種類、 地位、 賃金、 退職の事由（ 解雇の場合は、

　 その理由を 含む。） についての証明書を受け取るこ と ができ ます。（ 労働基準法第２ ２ 条）

５ 　 雇用保険の失業給付を 受ける のに必要な離職票を 会社から 受け取る こ と ができ ま す。

　 　（ 雇用保険法施行規則第１ ６ 条）

7 退職

　 ●会社から 受け取る も の

　 ●雇用保険の離職票

　 ●年金手帳（ 預けてある 場合）

　 ●退職時の証明書（ 労働者の請求によ り ）

　 ●会社へ返すも の

　 ●健康保険者証

　

●雇用保険の被保険者証（ 預けてある場合）

●源泉徴収票

●社章、 身分証明書、 名刺、 制服など

Q A&
Ｑ 　 会社を 辞める と き 、 受け取る も の、 返すも のは？

Ａ 　 会社を 辞める 際には、 様々なも のを 会社から 受け取り 、
　 また返さ なく てはなり ません。 主なも のは次のと おり です。
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　 解雇と は、 使用者の意思で労働契約を一方的に終了するこ と をいいます。

　 雇用期間に定めのない場合、 解雇するには「 客観的に合理的な理由であり 、 社会通念上相

当であるこ と が認めら れるこ と 」 が必要です。（ 労働契約法第１ ６ 条）

　 また、 こ の場合、 たと え解雇が有効でも 、 使用者は少なく と も ３ ０ 日前に労働者に解雇予

告を するか、 予告を 行わずに解雇する場合には、 平均賃金の３ ０ 日分以上の解雇予告手当を

支払わなければなり ません。（ 労働基準法第２ ０ 条） ただし 、 試用期間中の人（ 勤めてから

１ ４ 日以内）、 ２ か月以内の契約で雇われている 人（ 契約を 更新し て、 通算で２ か月以上の

人は除く 。）、 日雇いの人（ １ か月以上継続し て雇用さ れている 人を 除く 。） など は解雇予告

制度が適用さ れません。（ 労働基準法第２ １ 条）

　 雇用期間の定めのある場合には、 やむを 得ない事由がない限り 、 原則と し て契約期間を 満

了するまで労働者を 解雇するこ と はでき ません。（ 労働契約法第１ ７ 条第１ 項）

　  次の理由、 期間中の解雇は、 法律で禁止あるいは無効と さ れています。

8 解雇

解雇の注意点・ ・ ・ 退職願は労働者から 退職の申し 出を 行う 場合に必要なも のですから 、 使

用者から の解雇に対し ては提出する義務はあり ません。

　 なお、 いわゆる 整理解雇（ 会社の経営悪化により 、 人員整理を 行う ための解雇） には、 次

の４ つの要件を満たすこ と が必要と さ れています。

■業務上の傷病による休業期間、 及びその後３ ０ 日間（ 労働基準法第１ ９ 条）

■産前産後の休業期間及びその後３ ０ 日間（ 労働基準法第１ ９ 条）

■国籍、 信条、 社会的身分を 理由と するも の。（ 労働基準法第 3 条）

■職場の法律違反を 労働基準監督署に申告し たこ と を 理由と するも の。（ 労働基準法第

　 １ ０ ４ 条第２ 項）

■労働組合の組合員である こ と 、 組合の活動を し たこ と を 理由と する も の。（ 労働組合

　 法第７ 条）

■女性であるこ と 、 又は女性が婚姻、 妊娠、 出産し たこ と 、 産前産後の休業をし たこ と

　 を理由と するも の。（ 男女雇用機会均等法第９ 条）

■妊娠中、 産後１ 年以内（ 事業主が妊娠、 出産等が理由ではないこ と を証明でき る場合

　 は除く 。）（ 男女雇用機会均等法第９ 条第４ 項）

■育児休業、 介護休業、 子の看護休暇、 介護休暇等の申出や取得などを理由と するも の。

　（ 育児・ 介護休業法第１ ０ 条１ ６ 条、 第１ ６ 条の４ ， 第１ ６ 条の７ ）

■公益通報し たこ と を 理由と するも の。※　（ 公益通報者保護法第３ 条、 第５ 条） など

※令和４ 年６ 月から 、 事業者に対し 内部通報窓口を設置する等の体制整備が義務付けら

　 れまし た（ 常時雇用する労働者数３ ０ ０ 人以下の事業所は努力義務）。

①整理解雇をする必要があるこ と 。

②解雇を回避するために最大限の努力を尽く し たこ と 。

③解雇の対象と なる人選の基準、運用が合理的であるこ と 。

④労使間で協議を尽く し たこ と 。
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無期転換

申込権発生 ！5 年

1年 1年 1年 1年 1年 1年

5 年

3 年 3 年

　 解雇にはその他に、懲戒解雇（ 労働者の規律違反や非行を理由と する解雇）及び普通解雇（ 勤

務成績不良等よる解雇） があり ます。

参考１ ： 契約満了時の更新拒絶（ 雇止め）

　 あら かじ め、 契約期間を 定めている場合（ 有期労働契約）、 事業主と 労働者の双

方が特に申し 出ないまま、契約期間を満了し たと き には、雇用期間は終了し 、「 退職」

と なり ます。

　 ただし 、 契約を 更新し ないまま、 引き 続き 雇用し た場合は「 期間の定めのない

契約」 と 判断さ れ、 その後、 解雇する 際には通常の解雇のルールが適用さ れます

（ P.１ ６ 参照）。

参考２ ： 労働契約期間について

　 有期労働契約を 締結する 場合、 その期間の長さ について、 次のよ う に定めら れ

ています。（ 労働基準法第１ ４ 条）

①高度の専門技術等を 有する労働者と の間に締結さ れる 労働契約→上限５ 年

②満６ ０ 歳以上の労働者と の間に締結さ れる労働契約　 　 　 　 　 →上限５ 年

③一定の事業の完了に必要な期間を 定める 労働契約（ 有期の建設工事等）　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 →その期間

上限３ 年　
※ただし 、 有期労働契約（ その期間が１ 年を 超えるも のに限り ます。） を締

　 結し た労働者は、 労働契約の期間の初日から １ 年を 経過し た日以後にお

　 いては、使用者に申し 出るこ と により 、いつでも 退職するこ と ができ ます。

原 則

特 例

　 同一使用者（ 企業） と の間で、 有期労働契約が５ 年を超えて反復更新さ れた場合、 有期契約

労働者（ 契約社員、パート タ イ ム労働者等） から の申込みにより 、期間の定めのない労働契約（ 無

期労働契約） に転換さ れます。

　 平成２ ５ 年４ 月１ 日以降の契約が対象で、 平成３ ０ 年４ 月から 無期転換申込権が発生し ます。

有期労働契約から 無期労働契約（ 期間の定めのない労働契約） への転換（ 労働契約法第１ ８ 条）

契 約 期 間

契 約 期 間

1 年 の 場 合

3 年 の 場 合

無期転換

申込権発生 ！

無期労働契約

期間中に 申込を し た 場合

無期労働契約

期間中に 申込を し た 場合

締結または

更新

締結または

更新

更新 更新 更新

更新

更新 更新 転換

転換


